久喜市こども家庭支援団体補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この告示は、こどもの福祉の増進を図るため、こどもやその家庭を支援する活動を行う法人その他の団体（以下「団体」という。）に対し、クラウドファンディングの方法によるふるさと納税の寄附金を原資とする久喜市こども家庭支援団体補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。
２　補助金の交付に関しては、久喜市補助金等の交付に関する規則（平成２２年久喜市規則第５９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。
（定義）
第２条　この告示において「こども」とは、市内に住所を有する者であって、出生の日から１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある者をいう。
２　この告示において「家庭」とは、こどもの父母、祖父母、里親等であって、現にこどもを監護する者をいう。
（補助対象団体）
第３条　補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次に掲げる基準を満たし、現に活動している団体とする。
（１）　市内を中心に活動していること。
（２）　団体の設立目的、組織、代表者等に関する定めがあること。
（３）　市税を滞納していないこと。
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する団体は、補助対象団体としない。
（１）　営利を目的とする活動を行う団体
（２）　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを目的とする活動を行う団体
（３）　政治上の主義を促進し、若しくは支持し、又はこれに反対することを目的とする活動を行う団体
（４）　特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、若しくは支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動を行う団体
（５）　公序良俗に反する団体
（６）　久喜市暴力団排除条例（平成２５年久喜市条例第１６号）第２条第１号に規定する団体
（補助対象事業等）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、こども又はその家庭を対象に行う次に掲げる事業とし、市長は、期間を定めてこれを公募するものとする。
　（１）　児童虐待の防止に関する事業
　（２）　こどもの貧困の解消に向けた事業
　（３）　前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認める事業
２　補助金の交付を受けようとする補助対象団体（以下「応募団体」という。）は、次に掲げる書類を提出することにより補助対象事業の公募に応募するものとする。
（１）　こども家庭支援団体補助金対象事業企画書（様式第１号）
（２）　団体概要書（別紙１）
（３）　事業計画書（別紙２）
（４）　事業収支予算書（別紙３）
（５）　応募団体の定款又は規約、会則その他これらに準ずるもの
（６）　その他市長が必要と認める書類
３　市長は、前項の規定による応募があったときは、別に定めるところによりその内容を審査し、応募された事業について承認の可否を決定し、こども家庭支援団体補助金対象事業選考結果通知書（様式第２号）により応募団体に通知するものとする。
（補助対象経費）
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する経費のうち、別表に掲げるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、補助対象団体が国又は久喜市以外の地方公共団体等から補助対象経費の一部について補助等を受けている場合は、当該経費については、補助対象経費としない。
３　第１項の規定にかかわらず、補助対象経費に係る消費税及び地方消費税のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額は、補助対象経費に含めないものとする。
（補助金の額）
第６条　補助金の額は、補助対象経費の全額とし、会計年度ごとに市長が定める額とする。
（交付申請）
第７条　規則第６条第１項の申請書の様式は、こども家庭支援団体補助金交付申請書（様式第３号。以下「交付申請書」という。）のとおりとする。
２　交付申請書には、規則第６条第２項第１号及び第２号に掲げる事項に関する書類の添付は要しないものとし、同項第３号に規定する市長が定める事項に係る書類は、次のとおりとする。
（１）　事業収支予算書
（２）　その他市長が必要と認める書類
３　交付申請書の提出期限は、市長が別に定める。
（交付決定通知等）
第８条　規則第９条第１項の交付決定通知書の様式は、こども家庭支援団体補助金交付決定通知書（様式第４号）のとおりとする。
２　規則第９条第２項の規定による通知は、こども家庭支援団体補助金不交付決定通知書（様式第５号）により行うものとする。
（補助対象事業の変更等）
第９条　規則第１１条第１項の申請書の様式は、こども家庭支援団体補助金変更交付（中止・廃止）申請書（様式第６号）のとおりとし、次に掲げる書類を添付するものとする。
　（１）　事業計画書（変更後）（別紙１）
（２）　事業収支予算書（変更後）（別紙２）
（３）　その他市長が必要と認める書類
２　市長は、規則第１１条第３項の規定により補助金の交付決定を変更し、又は取り消したときは、こども家庭支援団体補助金変更交付決定（取消）通知書（様式第７号）により補助対象者に通知するものとする。
（実績報告）
第１０条　規則第１３条の報告書の様式は、こども家庭支援団体補助金実績報告書（様式第８号。以下この条において「実績報告書」という。）のとおりとし、次に掲げる書類を添付するものとする。
（１）　事業収支決算書
（２）　補助対象経費に係る領収書の写し
（３）　その他市長が必要と認める書類
２　実績報告書の提出期限は、補助対象事業の完了後３０日を経過する日とする。
（補助金の額の確定）
第１１条　規則第１４条の規定による通知は、こども家庭支援団体補助金額確定通知書（様式第９号）により行うものとする。
（補助金の請求及び交付）
第１２条　補助対象団体は、前条の規定による補助金の額の確定後、補助金の交付を受けようとするときは、こども家庭支援団体補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。
２　市長は、前項の規定による請求があったときは、補助金を交付するものとする。
（概算払の請求）
第１３条　補助対象団体は、規則第１６条ただし書の規定により補助対象事業の完了前に補助金の交付を受けようとするときは、こども家庭支援団体補助金概算払請求書（様式第１１号）を市長に提出するものとする。
（交付決定の取消し等）
第１４条　市長は、補助金の交付の決定を受けた補助対象団体が、偽りその他不正の手段により当該交付決定を受けたことが判明したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既にその取消しに係る部分の補助金が交付されているときは、当該補助対象団体に対し、期限を定めて返還を求めるものとする。
（関係書類の整備等）
第１５条　補助金の交付の決定を受けた補助対象団体は、補助対象事業に係る収入及び支出等を明らかにした書類及び帳簿を整備し、当該補助金の交付決定の日の属する会計年度の終了後５年間保管しなければならない。
（事業の見直し）
第１６条　この告示は、その運用状況、実施効果等を勘案し、この告示の施行後５年以内に見直しを行うものとする。
（その他）
第１７条　この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この告示は、令和７年４月１日から施行する。
別表（第５条関係）
	区分
	内容

	報償費
	講師又は専門家への謝礼等

	人件費
	補助対象事業の実施のために必要となる業務に直接従事する者への賃金等

	旅費
	交通費等

	需用費
	消耗品費、原材料費、印刷製本費、図書費、光熱水費、修繕料等

	役務費
	郵送料、電話代、振込手数料、クリーニング代、ごみ処理手数料、保険料等

	委託料
	補助対象事業の実施のために必要となる業務の委託に要する経費

	使用料及び賃借料
	施設借上料、器具借上料、ＯＡ機器等借上料等

	備品購入費
	備品購入費、機械購入費、什器購入費等

	工事請負費
	内装又は外装の工事費等

	その他
	市長が特に必要と認める経費


